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〈民間企業〉　(法定雇用率2.3%)

【第1、2、3表】

・雇用障害者数は5,264.5人と過去最高を更新　(前年比69.5人増)

・実雇用率は2.19％(同0.04ポイント上昇） ※全国平均2.25％(同0.05ポイント上昇）

・法定雇用率達成企業の割合は54.3％(同1.2ポイント上昇）　※全国平均48.3％（同1.3ポイント上昇）

・福島県における実雇用率上位10企業 【第4表】

〈公的機関〉 　(法定雇用率2.6％ 都道府県教育委員会は2.5％) 【第5、6、7、8表】

・福島県知事部局等： (4機関) 雇用障害者数    188.5人          実雇用率   2.67％(同0.01ﾎﾟｲﾝﾄ低下)

・福島県教育委員会：    雇用障害者数    234.5人　    実雇用率   1.89％(同0.04ﾎﾟｲﾝﾄ低下)

・市町村等　          ： (79機関) 雇用障害者数    523.5人      実雇用率   2.23％(同0.10ﾎﾟｲﾝﾄ上昇)

障害者雇用状況の集計結果
（令和4年6月1日現在）

    厚生労働省

      福島労働局

～ 県内の民間企業に雇用されている障害者数は5,264.5人と過去最高を更新 ～

【集計結果の主なポイント】　　

福島労働局では、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、県内に本社機能を有す
る企業のうち常用労働者43.5人以上の規模の障害者を雇用する義務のある事業主などから、令
和４年６月１日現在における障害者(身体障害者、知的障害者及び精神障害者)の雇用状況の
報告を求め、集計結果を取りまとめましたので公表いたします。

なお、福島労働局及び県内ハローワークでは、今後も引き続きチーム支援を中心とした手厚い
就職支援のほか、障害者雇用不足企業を対象とした企業向けチーム支援や「障害者就職面接
会」等の開催によるマッチングの推進、「精神・発達障害者しごとサポーター養成講座」及び「精
神・発達障害者雇用促進セミナー」の実施、更には令和２年度に創設された障害者雇用優良中
小事業主認定制度「もにす認定企業」の積極的周知広報・認定企業拡大を行うことにより、企業
の障害者雇用意欲を喚起し、更なる雇用の促進と定着支援を図って参ります。

課 長

課 長 補 佐

地方障害者雇用担当官

厚生労働省福島労働局発表
令和４年１２月２３日（金） 担

　
　
　
当

【照会先】

Press Release
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福島労働局職業安定部職業対策課   

1　民間企業における雇用状況

【第１表　年度別障害者の雇用状況】　（各年6月1日現在）

項目

地域

【第２表　年度別・規模別障害者実雇用率の推移】　（各年6月1日現在）

年度

規模（人）

法定雇用障害者数の
算定の基礎となる対
象労働者数（人）

障害者数
（人）

実雇用率
（％）

雇用率達成
企業割合（％）

法定雇用障害者数の
算定の基礎となる対

象労働者数
（人）

障害者数
（人）

実雇用率
（％）

雇用率達成
企業割合（％）

法定雇用障害者数の
算定の基礎となる対
象労働者数（人）

障害者数
（人）

実雇用率
（％）

雇用率達成
企業割合（％）

－ － － － 2,176.5 37.0 1.70 36.7 2,932.0 43.5 1.48 36.4

57,638.5 956.5 1.66 54.2 57,623.5 965.5 1.68 51.5 57,519.0 973.5 1.69 52.8

74,612.5 1,608.5 2.16 58.3 74,877.5 1,601.5 2.14 59.1 73,693.5 1,593.0 2.16 60.2

27,359.0 584.5 2.14 56.2 27,549.0 557.0 2.02 47.9 25,153.0 511.0 2.03 48.5

23,781.5 521.0 2.19 57.1 23,071.0 534.5 2.32 50.0 24,447.0 547.5 2.24 56.8

56,496.0 1,500.0 2.66 57.7 56,665.5 1,499.5 2.65 50.0 56,598.0 1,596.0 2.82 56.0

239,887.5 5,170.5 2.16 55.7 241,963.0 5,195.0 2.15 53.1 240,342.5 5,264.5 2.19 54.3

福 島 県

5,264.5 2.19

4,623.0

項目

地域

　（参考）

年度 対象企業数

02 1,456

03 241,963.0

4,949.5 2.04

5,126.0 2.11

239,887.5

1,425

243,013.5

240,342.5

実雇用率 (%)

27,281,606.5 613,958.0 2.25 48.3

計

45.5～
100人未満

100～
300人未満

300～
500人未満

500～
1000人未満

1000～

全  国

04 107,691

26,585,858.0 560,608.5 2.11 48.0

　（注）1　常用雇用重度身体・知的障害者はダブルカウント、短時間労働の身体・知的・精神障害者は0.5カウントとしている。

   　   2　対象企業は平成24年まで56人以上、平成25年から平成29年は50人以上、平成30年から令和2年は45.5人以上、令和3年より43.5人以上規模となっている。

43.5～
45.5人未満

　　　　　 1.0カウントとして算定している。

2.15

   　   3　平成30年より精神障害者である短時間労働者であって、「雇入れから3年以内の方」又は「精神障害者保健福祉手帳取得から3年以内の方」かつ「令和

   　      5年3月31日までに雇入れられ、精神障害者保健福祉手帳を取得した方」は、雇用率算定の際に対象者1人につき本来0.5カウントとしているところを、

福　島　県

02 03 04

元 101,889

02 102,698

45.9

48.6

03 106,924 27,156,780.5 597,786.0 2.20 47.0

雇用率達成企業
の割合（%）

25,204,720.0 495,795.0 1.9729 91,024

26,866,997.0 578,292.0

30 100,586 26,104,834.5 534,769.5 2.05

50.0

法定雇用障害者数の
算定の基礎となる
対象常用労働者数

（人）

障害者数（人）

雇用率達成企業
の割合（%）

障害者数（人）年度

法定雇用障害者数の
算定の基礎となる
対象常用労働者数

（人）

対象企業数

29 1,326

242,103.0

1,464

実雇用率 (%)

元

30

1.95

55.75,170.5 2.16

54.7

53.1

237,544.0

04 1,520

5,195.0 2.151,512

55.7

53.1

54.3

障 害 者 の 雇 用 状 況 の 推 移 ( 福 島 県 )
（令和４年６月１日現在）
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産業 企業数

法定雇用障害者数
の算定の基礎とな
る対象労働者数

(人）

障害者数
（人）

実雇用率
（％）

法定雇用
率達成企
業の数

雇用率達
成企業割
合（％）

企業数

法定雇用障害者数
の算定の基礎とな
る対象労働者数

(人）

障害者数
（人）

実雇用率
（％）

法定雇用
率達成企
業の数

雇用率達
成企業割
合（％）

114 8,334.0 158.5 1.90 66 57.9 111 7,889.5 149.5 1.89 66 59.5

421 56,391.0 1,241.0 2.20 248 58.9 424 56,336.0 1,219.5 2.16 251 59.2

130 14,617.0 297.5 2.04 73 56.2 132 14,766.0 312.0 2.11 74 56.1

250 64,356.0 1,526.5 2.37 106 42.4 243 63,107.0 1,611.5 2.55 112 46.1

33 7,901.5 140.0 1.77 12 36.4 32 7,726.0 144.0 1.86 14 43.8

294 50,116.0 1,071.5 2.14 165 56.1 302 50,708.0 1,084.5 2.14 173 57.3

255 38,761.0 731.5 1.89 127 49.8 259 38,253.5 716.0 1.87 127 49.0

15 1,486.5 28.5 1.92 6 40.0 17 1,556.5 27.5 1.77 8 47.1

1,512 241,963.0 5,195.0 2.15 803 53.1 1520 240,342.5 5,264.5 2.19 825 54.3

医療、福祉

【第３表　主な産業の年度別障害者実雇用率の推移】（各年6月1日現在）

福　島　県

年度 03 04

建設業

製造業

情報通信業、
運輸業、郵便業

卸売業・小売業、
宿泊業、飲食サービス業

金融業、保険業、不動産業、
物品賃貸業

企業名 業種 所在地
法定雇用障害者数の

算定の基礎となる労働者数
（人）

実雇用率
（％）

教育、サービス業

その他

計

【第４表　障害者雇用状況報告に基づく福島県内実雇用率上位１０社】（令和4年6月1日現在）

郡山観光交通株式会社 道路旅客運送業 郡山市 49.5 17.17

株式会社クラロン 繊維工業 福島市 121.0 33.06

会津天宝醸造株式会社 食料品製造業 会津若松市 94.0 10.64

社会福祉法人郡山コスモス会 社会福祉事業 郡山市 51.5 14.56

株式会社こんの
建築材料、鉱物・
金属材料等卸売業

福島市 101.0 9.90

医療法人光麗会
介護老人保健施設　森の都

社会福祉事業 相馬市 50.0 10.00

東北レミコン株式会社 窯業・土石製品製造業 南相馬市 43.5 9.20

株式会社サンレディ 繊維工業 福島市 84.0 9.52

南総建株式会社 建設業 南会津郡南会津町 58.0 8.62

社会福祉法人ほっと福祉記念会 社会福祉事業 郡山市 109.5 8.68
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２　地方公共団体における雇用状況

【第７表　　県内の市町村機関における雇用状況】（各年6月1日現在）

　（注）1　常用雇用重度身体・知的障害者はダブルカウント、短時間労働の身体・知的・精神障害者は0.5カウントとしている。

　　　　2　対象機関は平成24年まで48人以上、平成25年から平成29年は43.5人以上、平成30年から令和2年は40.0人以上、令和3年より38.5人

   　   3　平成30年より精神障害者である短時間労働者であって、「雇入れから3年以内の方」又は「精神障害者保健福祉手帳取得から3年以

   　      内の方」かつ「令和5年3月31日までに雇入れられ、精神障害者保健福祉手帳を取得した方」は、雇用率算定の際に対象者1人につき

   　      本来0.5カウントとしているところを、1.0カウントとして算定している。

合　　　計 7,071.0 188.5 2.67 1.0

　不足数（人）

【第５表　福島県知事部局等の雇用状況】（令和4年6月1日現在）

法定雇用障害者数の算定
の基礎となる職員数（人）

　障害者の数（人） 実雇用率(%)

福島県企業局 39.0 2.0 5.13 0.0

福島県知事部局 6,158.5 162.0 2.63 0.0

福島県病院局 271.5 6.0 2.21 1.0

福島県警察本部 602.0 18.5 3.07 0.0

【第６表　福島県教育委員会の雇用状況】（令和4年6月1日現在）

法定雇用障害者数の算定
の基礎となる職員数（人）

　障害者の数（人） 実雇用率(%) 　不足数（人）

福島県教育委員会 12,413.0 234.5 1.89 75.5

年度 対象機関数
法定雇用障害者数の算定

の基礎となる職員数（人） 障害者数（人） 実雇用率(％） 法定雇用率達成機関割合(%)

39.2

29 72 18,418.5 371.0 2.01 59.7

30 74 18,553.5 365.5 1.97

41.6

元 74 18,826.5 397.5 2.11 48.6

02 77 21,998.0 455.5 2.07

03 78 22,963.0 488.5 2.13 46.2

04 79 23,502.5 523.5 2.23 49.4

　　　　　 以上規模となっている。
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 【第８表　市町村等の雇用状況】　（令和4年6月1日現在）

法定雇用障害
者数の算定の
基礎となる職
員数（人）

障害者の
数(人)

実雇用率
(%)

不足数
（人）

法定雇用障害
者数の算定の
基礎となる職
員数（人）

障害者の
数(人)

実雇用率
(%)

不足数
（人）

福島市 2,013.5 49.0 2.43 3.0 矢吹町 143.5 2.0 1.39 1.0

福島市水道管理事業者 112.0 2.0 1.79 0.0 棚倉町 86.0 0.0 0.00 2.0

福島市教育委員会 573.5 17.0 2.96 0.0 矢祭町 54.0 0.0 0.00 1.0

伊達市 785.0 21.0 2.68 0.0 塙町 72.0 0.0 0.00 1.0

桑折町 106.5 0.0 0.00 2.0 塙町教育委員会 85.0 0.0 0.00 2.0

国見町 107.5 2.0 1.86 0.0 西郷村 129.5 2.0 1.54 1.0

国見町教育委員会 60.5 1.0 1.65 0.0 泉崎村 107.0 4.0 3.74 0.0

川俣町 97.5 4.0 4.10 0.0 中島村 82.5 2.0 2.42 0.0

公立藤田病院組合 263.0 6.0 2.28 0.0 鮫川村 103.0 3.5 3.40 0.0

いわき市 2,557.0 67.5 2.64 0.0 須賀川市 648.0 17.0 2.62 0.0

いわき市水道局 171.5 4.5 2.62 0.0 須賀川市
教育委員会 341.0 6.0 1.76 2.0

いわき市医療センター 702.0 16.0 2.28 2.0 鏡石町 117.5 1.0 0.85 2.0

いわき市教育委員会 484.5 10.0 2.06 2.0 鏡石町教育委員会 48.0 2.0 4.17 0.0

会津若松市 1,171.5 31.0 2.65 0.0 石川町 133.0 6.0 4.51 0.0

磐梯町 74.0 0.0 0.00 1.0 浅川町 129.5 3.0 2.32 0.0

猪苗代町 157.5 3.0 1.90 1.0 古殿町 105.5 3.0 2.84 0.0

会津坂下町 98.0 3.0 3.06 0.0 天栄村 93.0 0.0 0.00 2.0

柳津町 97.0 2.0 2.06 0.0 天栄村教育委員会 40.5 0.0 0.00 1.0

三島町 57.0 0.0 0.00 1.0 玉川村 63.0 2.0 3.17 0.0

南会津町 266.5 3.0 1.13 3.0 平田村 77.0 2.0 2.60 0.0

金山町 73.0 0.0 0.00 1.0 公立岩瀬病院企業団 338.0 9.0 2.66 0.0

下郷町 116.0 1.0 0.86 2.0 二本松市 643.5 17.0 2.64 0.0

只見町 189.5 2.0 1.06 2.0 二本松市
教育委員会 128.0 2.0 1.56 1.0

湯川村 56.0 1.0 1.79 0.0 本宮市 388.0 9.0 2.32 1.0

会津美里町 203.0 5.0 2.46 0.0 大玉村 88.0 2.0 2.27 0.0

昭和村 50.0 0.0 0.00 1.0 相馬市 290.5 4.0 1.38 3.0

檜枝岐村 75.0 0.0 0.00 1.0 相馬市
教育委員会 150.0 4.0 2.67 0.0

会津若松地方
広域市町村圏整備組合 45.0 0.0 0.00 1.0 南相馬市 1,166.5 33.0 2.83 0.0

喜多方市 547.0 6.0 1.10 8.0 南相馬市
教育委員会 229.0 7.0 3.06 0.0

喜多方市
教育委員会 71.0 2.0 2.82 0.0 新地町 124.0 2.0 1.61 1.0

西会津町 100.0 0.0 0.00 2.0 飯舘村 72.0 3.0 4.17 0.0

北塩原村 64.0 0.0 0.00 1.0 広野町 104.0 3.0 2.88 0.0

郡山市 2,892.0 76.0 2.63 0.0 楢葉町 91.5 2.0 2.19 0.0

田村市 397.0 4.0 1.01 6.0 富岡町 163.0 1.0 0.61 3.0

田村市
教育委員会　 75.5 1.0 1.32 0.0 大熊町 147.5 2.0 1.36 1.0

三春町 169.0 2.0 1.18 2.0 双葉町 88.0 1.0 1.14 1.0

三春町教育委員会 93.0 2.0 2.15 0.0 浪江町 200.0 1.0 0.50 4.0

小野町 97.5 3.0 3.08 0.0 川内村 82.5 1.0 1.21 1.0

公立小野町地方
綜合病院企業団 83.0 2.0 2.41 0.0 相馬方部
衛生組合 138.5 1.0 0.72 2.0

白河市 859.5 15.0 1.75 7.0 合　計 23,502.5 523.5 2.23 82.0

　　　　②いわき市医療センターにおいては、9月2日時点において、障害者の数19.0人、実雇用率2.71％、不足数0.0人となっている。

　　　　③いわき市教育委員会においては、9月2日時点において、障害者の数12.0人、実雇用率2.48％、不足数0.0人となっている。

　　　　⑤会津若松地方広域市町村圏整備組合においては、12月1日時点において、障害者の数1.0人、実雇用率2.22％、不足数0.0人となっている。

　　　　⑨天栄村教育委員会においては、7月4日時点において、障害者の数1.0人、実雇用率2.47％、不足数0.0人となっている。

　　　　⑩塙町においては、10月12日時点において、障害者の数1.0人、実雇用率1.39％、不足数0.0人となっている。

　　　　⑦白河市においては、9月5日時点において、障害者の数22.0人、実雇用率2.56％、不足数0.0人となっている。

　　　　⑧西郷村においては、12月1日時点において、障害者の数3.0人、実雇用率2.32％、不足数0.0人となっている。

（注）　①桑折町においては、8月1日時点において、障害者の数2.0人、実雇用率1.88％、不足数0.0人となっている。

　　　　④磐梯町においては、10月3日時点において、障害者の数1.0人、実雇用率1.35％、不足数0.0人となっている。

　　　　⑥三春町においては、8月25日時点において、障害者の数4.0人、実雇用率2.37％、不足数0.0人となっている。

市町村等機関

項 目 項 目

市町村等機関
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３　独立行政法人等における雇用状況

【第９表　県内の独立行政法人等における雇用状況】（各年6月1日現在）

年度 対象機関数
法定雇用障害者数の算定の
基礎となる労働者数（人） 障害者数（人） 実雇用率(%)

29 4 3,645.5 90.0 2.47

30 4 3,677.0 98.5 2.68

元 4 3,761.5 91.0 2.42

02 4 3,786.0 91.5 2.42

03 4 3,865.0 91.5 2.37

04 4 3,865.5 96.0 2.48

【第１０表　独立行政法人等の雇用状況】（令和4年6月1日現在）

法定雇用障害者数の算定の
基礎となる労働者（人） 障害者の数（人） 実雇用率(%) 不足数（人）

独立行政法人
家畜改良センター 861.5 25.5 2.96 0.0

国立大学法人
福島大学 430.0 12.0 2.79 0.0

公立大学法人
福島県立医科大学 2,387.5 54.5 2.28 7.5

公立大学法人
会津大学 186.5 4.0 2.14 0.0

合　　計 3,865.5 96.0 2.48 7.5

　（注）1　常用雇用重度身体・知的障害者はダブルカウント、短時間労働の身体・知的・精神障害者は0.5カウントとしている。

　　　　2　対象機関は平成24年まで48人以上、平成25年から平成29年は43.5人以上、平成30年から令和2年は40.0人以上、

   　   3　平成30年より精神障害者である短時間労働者であって、「雇入れから3年以内の方」又は「精神障害者保健福祉手帳取得

　　　　 　から 3年以内の方」かつ「令和5年3月31日までに雇入れられ、精神障害者保健福祉手帳を取得した方」は、雇用率算定の

   　      際に対象者1人につき本来0.5カウントとしているところを、1.0カウントとして算定している。

　　　　　 令和3年より38.5人以上規模となっている。
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◎ 法定雇用率とは 

 民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、それぞれ以下

の割合（法定雇用率）に相当する数以上の障害者を雇用しなければならないこととされている。 

 雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者、知的障害者又は精神障害者（精神障害者保健福祉手帳

の交付を受けている者に限る。）である。 

 

                     一般の民間企業 …………………… ２．３％ 

  ○ 民間企業 ……    （43.5人以上規模の企業） 

                     特殊法人等 ………………………… ２．６％ 

                   労働者数38.5人以上規模の特殊法人、 

              独立行政法人、国立大学法人等 

 

  〇 国、地方公共団体 ………………………………………… ２．６％ 

       （38.5人以上規模の機関） 

 

  ○ 都道府県等の教育委員会 ………………………………… ２．５％ 

       （40.0人以上規模の機関） 

 

※（ ）内は、それぞれの割合（法定雇用率）によって１人以上の障害者を雇用しなければならな

いこととなる企業等の規模である。 

 

【一般民間企業における雇用率設定基準】 

 

            身体障害者、知的障害者及び精神障害者である常用労働者の数 

                      ＋ 失業している身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数 

  障害者雇用率 ＝    

常用労働者数 ＋ 失業者数 

 

※ 特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率は、一般の民間企業の障害者雇用率を下回

らない率をもって定めることとされている。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、２人の身体障害者又

は知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が20時間以上30

時間未満の労働者）については、１人分として、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神

障害者である短時間労働者については、0.5人分としてカウントされる。 

※ ただし、精神障害者である短時間労働者であっても、次のいずれかに該当する者については、 

1人分としてカウントされる。 

① 通報年の３年前の年に属する６月２日以降に採用された者であること 

② 通報年の３年前の年に属する６月２日より前に採用された者で、同日以後に精神障害者保健福祉

手帳を取得した者であること  
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